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髙橋誠「英国のEU離脱という「新たなナショナリズム」―ナショナリズムとポピュリズムの結合」『三田社会
学』第28号（2023年 7月）　48-60頁

1．問題の所在と本稿の目的 

アメリカ合衆国におけるトランプ大統領の選出や欧州諸国における極右政党の台頭、そして英国の
ヨーロッパ連合からの離脱など、近年諸国で広く観察されるナショナリズムは「新たなナショナリズ
ム」（new nationalismあるいはneo-nationalism）と総称され、ナショナリズム研究者の関心を集めて
いる（Halikiopoulou and Vlandas 2019）。
本稿で論じるのは英国のEU離脱である。そしてその目的は⑴先行研究において「新たなナショ
ナリズム」の特徴がどこに見い出されているのかについて述べたうえで、ナショナリズムとポピュ
リズムの区別に関する論争を整理すること、⑵主要な政治家の言説を分析し、「新たなナショナリズ
ム」に見い出される特徴が実際に英国のEU離脱キャンペーンに確認されるのかを検討することに置
かれる。また、⑶ EU離脱キャンペーンにおいて移民 1）が「メタ争点化」したことを明らかにする
ことも本稿の目的とする 2）。
⑵・⑶の分析に用いるのは、公式のEU離脱キャンペーンVote Leaveのサイトに掲載された主要な
政治家の演説や書簡、Vote Leaveとは別のEU離脱キャンペーンLeave.EUを率いた英国独立党党首
（当時）ナイジェル・ファラージによるタブロイド紙への寄稿、そしてNexis Uniを用いて検索され
たキャンペーン期間中（2016年 4月15日から 6月23日）の新聞記事である。また、当時の首相デイ
ヴィッド・キャメロンの回顧録（Cameron 2019）も参照する。
英国のEU離脱という複雑な出来事を少数の説明要因に還元することは誤りであるし、包括的に論
じることも難しい（Bale 2022: 18, Sobolewska and Ford 2020: 220）。本稿も英国のEU離脱の一側面
を明らかにすることに限定されるものの、⑵を検討し⑶を明らかにする先行研究は確認されないた
め、本稿の新規性はこの点に求められると考える 3）。

2．「新たなナショナリズム」とはどのようなナショナリズムか：ポピュリズムとナショナリズムの
結合の捉え方
まずは先行研究において「新たなナショナリズム」の特性はどこに見い出されてきたのかについて
述べる。ジェラード・デランティによれば、「新たなナショナリズム」は通例ポピュリズムと名指さ
れるものと部分的に重複する（Delanty 2021: 104）。部分的に重複するというのは、ポピュリズムが
左派・右派双方の形態を取りうるのに対して、「新たなナショナリズム」はほぼ例外なく右派とみな
すことができるということを意味する。右派に区分されるのは「新たなナショナリズム」において

英国のEU離脱という「新たなナショナリズム」 
―ナショナリズムとポピュリズムの結合―

Brexit as a New Nationalism: Merger of Nationalism and Populism
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援用される人民という語が、移民や文化多元主義に対立する排他的な国民（a nativist definition of the 
people）という意味で用いられるためである（Delanty 2021: 104）。こうした理解からデランティは、
より包摂的なネイションの名のもとに言説・運動が展開されていることを踏まえて、スコットランド
やカタルーニャにおける自治を求める伝統的なナショナリズムを「新たなナショナリズム」からは除
外する（Delanty 2021: 104）。
ダフネ・ハリキオポロらもまた、「ヨーロッパの新たなナショナリズムの何が新しく何がナショナ

リストなのか？」という論考で、ヨーロッパにおける「新たなナショナリズム」の特徴をポピュリズ
ムとナショナリズムの結合（merger）に求めている（Halikiopoulou and Vlandas 2019: 411）。
このようにナショナリズムとポピュリズムの結合や交差（intersect）（Delanty 2021: 104）に「新た

なナショナリズム」の特徴が求められてきたが、Nations and Nationalism誌上を中心にポピュリズム
とナショナリズムの概念的な区別に関して論争が続いている（Bonikowski et al. 2019, Brubaker 2020, 
de Cleen and Stavrakakis 2020, Vulovic and Palonen 2023）。そのなかで本稿では主にデ・クリーンら
とロジャーズ・ブルベイカーとのあいだの論争に着目する。

表 1　二次元的言説空間としてのポピュリズム

出典：Brubaker（2020: 56）Table2.

デ・クリーンとスタヴラカキスはポピュリズムをエリートと庶民という上／下関係（up/down）を
軸に展開される言説と捉え、それはメンバーの内／外関係（in/out）を構成していくナショナリズム
とは区別されるべきだという見解をとる。こうした見解はロジャーズ・ブルベイカーが示唆するよう
に、右派ポピュリズムからポピュリズムを「救出」し、左派ポピュリズムや国民国家を超えた「人

内-外次元

政体内 政体外

内部者 内なる外部者 外部者

＋
　
権
力
・
富
・
教
育
・
制
度
上
の
名
声
　
－

人民に属するとされるが
ゆえに人民を正統に代表
する指導者

エリート
グローバル資本、コスモ
ポリタン文化、影響力を
有する他国・機関

権力・富・名声
軸から独立した
外部の文化的 

脅威

普通の人びと（plebs）、
デモス、共同体
（bounded community）
としての人民

周縁に置かれた人びと
（文化・生活様式・ジェ
ンダー／セクシュアリ
ティ・富・権力などに規
定される）

底辺に置かれ異なるとさ
れる人びと（民族・人種
的、文化的、道徳的に）

民族・人種的、エスノ文
化的に異なるとみなされ
る地位の低い潜在的移
民・難民
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民」の構成可能性を探るという政治的立場を反映したものといえる（Brubaker 2020: 59）。
ブルベイカーは、デ・クリーンらによる「純化」された概念理解に対して、ナショナリズムとポ

ピュリズムの「区別」は可能だが「独立」してはいないという見解をとり（Brubaker 2020: 45）、表
1のように「二次元的言説空間」（two-dimensional discursive space）によるポピュリズムの捉え方を
提示する。まず、ブルベイカーは「人民」が「普通の人びと」「デモス」「共同体」という多義性をは
らむ点に着目する。また、「人民」は二次元的なカテゴリーであり、垂直的対立関係だけではなく水
平的対立関係の構築にも援用されるとする。こうした多義性・二次元性ゆえに、「人民」は経済・政
治力で上部・下部にある人びとに対して「普通の人びと」として垂直的に構成されるだけでなく、政
体内外の外部者との関係で文化的・道徳的「共同体」として水平的にも構成される。上／下関係を軸
とした言説という厳格な定義では、ポピュリストの言説において「不平等の空間」は同時に「差異の
空間」であることを捉えきることができないというのがブルベイカーの見解である（Brubaker 2020: 
55-57）。
ポピュリストとナショナリストによる言説で用いられる「人民」には概念的な重複がみられると

し、ポピュリズムとナショナリズムの構成的な曖昧さを初めから内部化して現象を捉えるブルベイ
カーのアプローチに対して（Brubaker 2020: 61）、ブルベイカーに対する応答論文で、デ・クリーン
らはあくまでも区別された概念枠組みを基盤にして、そこからナショナリストとポピュリスト言説の
実践上の節合を分析するという方法に固執する（de Cleen and Stavrakakis 2020）。この違いはポピュ
リズムが作動するのは特定の共同体内であり、その共同体は往々にしてネイションであるという前提
的認識をブルベイカーがもつのに対し、デ・クリーンらはポピュリズムとナショナリズムの節合の偶
発性を明らかにすることで 2つの交わりを脱自然化すること、さらに国民国家という枠組みを超え
た「人民」の構築を探るという問題意識をもつことに求められるといえる（de Cleen and Stavrakakis 
2020: 320-321）。
このような論争が展開されているが、いずれのアプローチにも一長一短があり、ブルベイカーによ
る「分厚い」定義はその分厚さゆえに特定の現象をポピュリズムであるか否かを診断することに困難
を抱えてしまうかもしれない。それでも、空間構造的理解はナショナリズムとポピュリズムの節合の
機微を捉えることには優れているといえる 4）（de Cleen and Stavrakakis 2020: 318）。
本稿では、ポピュリズムとナショナリズム研究でそれぞれこれまでもっとも参照されてきたであろ

う定義、すなわち「社会が究極的に「汚れなき人民」対「腐敗したエリート」という敵対する二つの
同質的な陣営に分かれると考え、政治とは人民の一般意志（ヴォロンテ・ジェネラール）の表現であ
るべきだと論じる、中心の薄弱なイデオロギー」（Mudde and Kaltwasser 2017＝2018: 14）と「政治
的な単位と民族的な単位が一致しなければならないと主張する一つの政治的原理」（Gellner 1983＝
2000: 1）を分析定義に据えたうえで、ナショナリズムと（右派）ポピュリズムの結合という「新た
なナショナリズム」の特徴をEU離脱キャンペーンにおいて確認できることを示す。その前に、離脱
キャンペーンの主張と有権者のEU離脱支持要因との重なりがみられることもあり、どのような属性
をもつ有権者がいかなる理由からEU離脱票を投じたのかを概観する。
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3．EU離脱支持者像と離脱支持要因
まず、年齢・階層・学歴といった属性については、高年齢・低階層・低学歴の有権者ほどEU離
脱票を投じる傾向があったことが明らかとなっている（Hobolt 2016: Swales 2016: 7-8, Clarke et al. 
2017: 153-155）。ただし、経済的リスクにさらされやすい低階層・低学歴層といったいわゆる「取り
残された人びと」（left behind）による投票にEU離脱要因を還元してしまうのは誤りで、人口の約 4
分の 1を構成する「裕福な欧州懐疑者」（affluent Eurosceptics）に分類される有権者のうち75%ほど
がEU離脱票を投じていることに留意する必要がある（Swales 2016: 25-27）。
この点と関連するのがクラークらの分析であり、社会的属性以上にEU離脱票に与える影響が大き
いのはEU離脱後の経済状況と移民管理に対する認識であるという（Clarke et al. 2017: 161-166）。つ
まり、EU離脱による経済状況の改善や移民管理能力の強化を予測するほどEU離脱投票傾向が強ま
るということである。EU離脱に対するリスク評価も残留／離脱選好に与える影響が大きいが、リス
ク評価自体が移民に対するよりネガティブな態度や英国経済がEU支配されているという認識に規定
されるという。つまり、移民に対する否定的な態度や英国の経済はEUによる支配を受けているとい
う認識が強いほど、EU離脱を低リスクであると評価し離脱票を投じる傾向が強いということである
（Clarke et al. 2017: 168-170）。
党派性とEU離脱票については、党の立場と支持者による残留／離脱選好に乖離がみられたのは保
守党である（Hobolt 2016: 1270）。これは、保守党政権自体はEU残留の立場をとっていた一方で、
ロンドン市長を務めていたボリス・ジョンソン、司法大臣（当時）マイケル・ゴーヴといった有名政
治家がEU離脱キャンペーンに加わったことを反映しているといえる。この点と関連して、政治家に
対する評価も投票行動に影響を与え、ボリス・ジョンソンや英国独立党党首を務めていたナイジェ
ル・ファラージに対する評価が高いほどEU離脱を支持する傾向があったということが明らかにされ
ている（Clarke et al. 2017: 164-165）。
移民数に対する懸念の強さと政治家への信頼の低さが、移民に対する脅威を強め、ヨーロッパ人
というアイデンティティを弱めることでEU離脱を結果するという嫌悪増幅過程、排外的態度に反エ
リート主義的態度が加わるとよりEU離脱を支持する傾向があることを実証する社会心理学や政治学
の研究もある（Abrams and Travaglino 2018, Iakhnisl et al. 2018）。

4. Vote LeaveとLeave.EUキャンペーンの主張： 2つのキャンペーンの補完
本節では、ボリス・ジョンソンやマイケル・ゴーヴが主導した公式のEU離脱キャンペーンとナイ

ジェル・ファラージが率いた別のキャンペーンによる主張の分析をおこなう。そうすることで、キャ
ンペーン期間後半にはVote LeaveとLeave.EUの移民に関する主張が近似していったことを示す。

⑴　Vote LeaveによるEU離脱キャンペーン前半の主張
まず、司法大臣を務めていたマイケル・ゴーヴが 4月19日におこなった演説をとりあげる（Gove 

2016）。ゴーヴは、EU離脱後に英国が他国から隔離された立ち入り禁止区域なるというEU残留支持
者の消極的な主張に対して、EU離脱による英国のボジティブな将来像を対置する。英国は民主的か
つ自由な政府を世界中に普及してきたにもかかわらず、現在はEUという連邦の「人質」となってお
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り、今後EUによる権限掌握は強化されることが予想される。こうした状況を脱して、将来へと向か
う旅の目的・ペースを自ら決定する権限をとり戻すためにEU離脱が必要となるというのがゴーヴの
主張の主眼である。
そのうえで、EU離脱によってとり戻すことができる権限としてEU内外諸国との貿易協定、EU拠
出金の使途、移民受け入れ管理に関する権限が列挙される。例えば、EUへの拠出金については、EU
離脱後は相当額を国内のインフラ整備・NHS（国民保健サービス）・教育・安全保障に充てることが
謳われている。「週3.5億ポンドのEU拠出金をNHSに」という文言があしらわれた赤塗りバスが耳目
を集めることになったことは周知の通りである。移民については、EU離脱後のオーストラリア型ポ
イント制導入やEUに残留した場合に予想されるトルコなどのEU加盟によるEU移民数増について言
及されている。
続いてボリス・ジョンソンによる演説である（Vote Leave 2016a）。キャメロン元首相が回顧録で

述べるには、ジョンソンにとって欧州司法裁判所の英国最高裁に対する拘束がEU離脱／残留支持の
どちらに立つかの掛け金だった（Cameron 2019: 653）。実際に、5月 9日にジョンソンがおこなった
初めての主要演説では、「より一層緊密なユニオン」（ever closer union）というスローガンのもとに
推し進められる「ヨーロッパ」という名の国家形成によって民主主義が毀損されることを批判するこ
とが主要なテーマになっている（Vote Leave 2016a）。EUに留まることは「反民主主義的な制度に従
属すること」であり「議会主権の侵食」を意味し、「偉大な国の運命」をとり戻すためには離脱票を
投じる必要があるといった主張は、キャンペーン終盤まで一貫して続けられる（Hall 2016c）。また、
EUの規則に束縛されることでEU諸国の経済成長率がEU外諸国より鈍化していることを示すなど、
EU残留支持者が主張するEUに留まることの経済的利益について反駁することにも比重が置かれて
いる。移民については、無制約の移民受け入れが公共サービスに対する重圧となるという主張が確認
される。
ゴーヴとジョンソン両者の演説を読み解く限り、Vote Leaveの主張の要諦は連邦化していくEUか
ら多様な政策領域における「主権をとり戻す」こと、EU残留支持者によるEU離脱にともなう経済
的リスクという主張に対する反論に置かれていたといえるだろう。移民に関する言及もなされるもの
の、移民に関する権限をとり戻すことは、あくまでも「主権をとり戻すこと」の一環として、他の政
策領域における権限をとり戻すことと同列に置かれていたといえる。Vote Leaveキャンペーンにおけ
る移民という争点のこうした位置づけは、キャンペーン後半にかけて変化していくのだが、その点を
論じる前にまずはファラージの主張を検討し、そのあとで 2つのキャンペーンの主張に重複が確認
されることを示す。

⑵　Leave.EUによるEU離脱キャンペーンの主張

現状の移民受け入れ数が継続され、2030年までに英国の人口が7500万に達して、皆が少しだけ
経済的に豊かになるとあなたが言うのなら、私は経済的に豊かでなくとも人口7500万に達しな
い国を好むと答えます。 （Murphy 2015）
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従前からこのように語っていた英国独立党党首ナイジェル・ファラージは、EU離脱キャンペーン
においても自身で語っているように、一貫して移民を主張の中心に置いた（BBC 2016）。「私たちの
国をとり戻したい」、「 6月23日を独立日に」という文言があしらわれた紫色の二階建てバスで各地
を巡回したファラージのキャンペーンでもっとも衆目を集めたのは写真 1のポスターだろう。レ
ファレンダムの 1週間ほど前に公開されたポスターは、スロヴェニアとクロアチアの国境にある難
民キャンプへと歩を進める人びとの写真と「限界点」（Breaking Point）という文言からなる。

このポスターに集約され可視化されたファ
ラージの主張を、社会心理学の操作概念を援
用して 2つに大別してみる。それは「象徴
的脅威」（symbolic threat）と「現実的脅威」
（realistic threat）という脅威概念である。前
者は外集団との道徳・価値観・信念の違いに
対する脅威、つまり「社会が変わってしま
う」といった抽象的な脅威であり、後者は資
源をめぐる競合や犯罪といった経済や安全に
対する脅威である（Stephan et al. 1999）。

ファラージはレファレンダム 2日前のエクスプレス紙への寄稿のなかで、「レファレンダムの数
日後はソンムの戦いから100周年にあたる。私たちは代々の犠牲を忘れてはならない」し、「結局私
たちの子どもや孫にどのような将来を残したいのだろうか」と述べている（Farage 2016b）。これ
によってファラージが意図するのは、移民の大量流入によって社会的結束が「分裂し断片化」（Hall 
2016b）してしまうという「象徴的脅威」の喚起だと理解できる。しかし著者の調査の限り、こうし
た「象徴的脅威」に関する主張はそれほど確認されない。むしろ、EUに留まることで移民の流入に
歯止めがかからないことによってもたらされる「現実的脅威」をあおりながらEU離脱を正当化する
言説がより多く確認される。
それは以下のような言説によって例示される。「ケルン駅の近くにいた若い男性が近い将来英国に

来るということがあってほしくない」（Hall 2016b）や「人口急増によって、私たちは住宅危機や入
学受け入れ数（school places）不足に関する大変な問題を経験している」（Wood 2016）といった主
張である。2015年の年末に起きたドイツのケルンで起きた暴行事件に関する前者は移民増加による
犯罪増加に対する脅威を喚起する主張であり、後者は医療・教育・住宅という生活の場における移民
との競合の悪化という脅威を示唆してEU離脱支持を訴える主張だといえる。
このように多様な脅威、とりわけ「現実的脅威」と移民を結びつけるのがファラージの常套手段で
あるが、加えて移民のさらなる増加によるさらなる脅威を喚起するために繰り出されたのがトルコの
EU加盟の可能性である。ファラージが述べるには「（トルコの）人口は8000万であり、大量の失業
者を含め…英国への無制約な移民流入」が予想され、それは「非熟練労働の過剰供給を招き、賃金を
低下させ、多くの英国市民の生活の質を悪化」させる。さらに、「シリア、イラク、イランと接する
国に対して英国の国境を開放することは狂気の沙汰」であり、「安全保障上のリスク」となりうるの
である（Farage 2016a）。

写真 1
出典：Moore and Ramsay（2017: 80）

髙橋：英国のEU離脱という「新たなナショナリズム」

53



まとめると、ファラージはキャンペーンを通して、EUに残留することで移民数の抑制ができず、
さらにトルコのEU加盟によりさらなる移民流入が見込まれること、そのことで人びとの生活の質が
低下し、英国という国が変わってしまうといったさまざまな脅威を喚起することでEU離脱を正当化
した。上掲のポスターはこうした主張群を可視化する「言語行為としてのポスター」といえるだろ
う。以下では、Vote Leaveもキャンペーン後半に移民をさまざまな問題の要因として枠組みづけて
いったことを示す。

⑶　移民に関するVote LeaveとLeave.EUの主張内容の重なり
ジョンソンは 5月 9日の演説で、残り 6週間ほどのキャンペーンで首相とEU残留支持者に対し
て移民流入の管理について問いただしていくことを宣言していた（Vote Leave 2016a）。実際に、と
りわけ 5月25日に2015年度のEUからの移民数27万、純移民数18万 4千という数字が国家統計局に
よって発表され、「数十万でなく数万」という移民数抑制に関する2010 年来の政治公約が遵守されて
いないことが明らかとなってからは、Vote Leaveによる主張の重心は移民へとシフトしていった。
数字が公表された翌日にジョンソンは声明を出し、また29日にはゴーヴやジョンソンはEUに残留

したままで移民管理をおこなう方法を問う書簡をキャメロン首相に送っている。そこで示されるの
は、EUからの移民だけで毎年オックスフォード市と同程度の人口増加が継続されることで、医療・
教育・住宅といった公共サービスが逼迫し、平均賃金の低下が招かれるいう懸念である。また、そ
うした状況でEU加盟候補国が待ち並び、ビザなし渡航がシリアやイラクへまで拡大されるのは馬鹿
げているという認識である（Vote Leave 2016c）。こうした「移民の問題化」はレパートリー化され、
6月23日実施のレファレンダムまでにVote Leaveの声明で繰り返されることになる。

6月 3日にはNHSの財源に関する声明が出され、そこでも毎年オックスフォード市、あるいは
2004年から2015年のEU市民による出生数を含めるとマンチェスターと同程度の人口増加が継続すれ
ばNHSは逼迫するし、トルコやその他の国ぐにがEUに加盟すればそうした状況は悪化するという
懸念が示される（Vote Leave 2016e）。ギーテルバステンによれば、NHSは宗教同然であり、同制度
の外国人への過度の拡張（overstretching）は「冒涜」とみなされる（Gietel-Basten 2016: 678）。さら
に、レファレンダム 1週間前の 6月16日にはトルコのEU加盟に対する政府の立場の回答を求める書
簡がキャメロン首相に送られることになる。
このように「現実的脅威」を喚起することでEU離脱を正当化するというロジックがLeave.EUな
らずVote Leaveキャンペーンにおいても顕著となったのだが、無制約の移民流入とその「弊害」に
対する解決策として導入が約束されたのが、スキル基盤型のオーストラリア型ポイント制度である
（Vote Leave 2016d）。Vote Leaveによれば、同制度は経済に資するうえ、EU加盟国といった国籍に
よる差別にもとづかないことからより「公平」で、密入国斡旋を抑制することからより「人道的」な
のである。
指摘しておくべきは、Vote Leaveによる移民関連の主張には、Leave.EUが先行して主張していた

ものも含まれるという点である。移民の大量流入や難民問題と公共サービスの機能不全や住宅・教
育における移民との競合といった問題を架橋するトルコのEU加盟についても、すでに2016年 1月
の時点ではLeave.EUによる議論の俎上にあがっていた（Hall 2016a）。また、Vote Leaveが導入を約
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束したオーストラリア型のポイント制度についても、すでに英国独立党による2015年総選挙時のマ
ニフェストで掲げられていた（UKIP 2015: 11-13）。そのため、以前から同政策の導入を謳っていた
ファラージにとって、公式の離脱キャンペーンによる同政策の採用は「朗報」だったのである（Peat 
2016）。
本節における議論をまとめると、キャンペーン当初から移民に関する主張一辺倒でEU離脱を正当
化したファラージとは異なり、Vote Leaveは「主権をとり戻す」というスローガンのもとに多様な争
点に関する主張を並列しながらEU離脱を訴えた。ところが、前年度の移民数が発表された 5月末以
降、Vote Leaveによる主張の結節点として浮上してきたのは移民という争点であった。2つのEU離
脱キャンペーンは、ともにトルコのEU加盟と移民の増大と安全保障の危機、移民の増大と公共サー
ビスの機能不全や教育・住宅という生活場面における移民との競合といったように、移民をさまざ
まな問題の原因と枠組みづけてEUに留まることの危険性を主張することになった。ヨーロッパ統合
と移民の安全保障化の関係を論じるウイスマンの言葉を借りると、移民という争点は「メタな争点」
（meta-issue）（Huysmans 2000: 761）になったといえる。
これに対してキャメロン首相をはじめとした残留キャンペーンは、レファレンダムの 1か月ほど
まえに移民受け入れ数抑制という2010年政権就任当初からの政治公約を達成できないことが明らか
となったことから、移民という有権者が当時もっとも懸念していた争点（Blinder and Richards 2020）
に関する議論で守勢に立たされたといえる。むしろ反論の余地はなかった。また、週3.5億ポンドの
EU拠出金やトルコのEU加盟という移民の増大と節合された争点についても、キャメロン首相は、
ポスト真実時代において「批判することで、そうした問題自体は存在していることを認めてしまう
ような」（If you’re criticising it, you’re still talking about it.）状況が生じてしまったと回顧している
（Cameron 2019: 674）。

⑷　EU離脱キャンペーンにおけるナショナリズムとポピュリズムの結合
以下、ここまで検討してきた、連邦化するEUによる支配から英国という政体を独立させ、移民と

いう他者から英国の「人びと」の利益・安全をまもるというVote LeaveとLeave.EUによる主張が、
「エリート」と「人びと」を対置する主張と組み合わされて展開されたことを確認する。
例えば、EUをめぐる論争は「エスタブリッシュメント対その他」という対立構図の様相を帯びて

いると述べるファラージは（Logan 2016）、EU残留と無制約の移民流入は同義であるとする主張を
「キャメロン首相とリッチな取り巻き（rich cronies）」の移民管理能力の欠如によってしわ寄せを受け
るのは「普通のまともな人びと」であるという主張と節合する（Gutteridge 2016, Hall 2016b）。キャ
ンペーン中にこうした節合は繰り返されるが、EU残留を支持する裕福な政治家だけでなく、大量の
移民流入による低賃金労働を歓迎する農業・製造業・建設業の経営者なども「人びと」に対置される
「エリート」として括られる（Heffer 2016）。
同様の主張の仕方はジョンソンの言説にも確認される。例えば、テレグラフ紙への寄稿において
ジョンソンは、EUでロビー活動をおこなう平均所得の何十倍も稼ぐ大企業の富裕者（fat cats）と底
辺における「人びと」を対置し、EU離脱を正当化している（Johnson 2016）。ジョンソンが述べるに
は、教育・住宅をめぐって移民との競合にさらされることのない富裕者は、移民の流入によって底
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辺の「人びと」の賃金が低下していくことを厭わないのである。他にも、「賞味期限切れで一般の有
権者から隔離された蒙昧主義（obscurantist）・普遍主義的な統治システムを守護するのは彼らで、人
びとのために声を挙げているのは私たちなのです」と述べ、EUのエリートやEU残留支持の政治家
という「彼ら」と英国の「人びと」を対置しながらEU離脱を正当化する言説も確認される（Vote 
Leave 2016a）。
このように、前項まで分析してきた外部機関からの独立や外部者の受け入れ管理という言説が「人
びと」と「エリート」を対置する言説に節合されていることを踏まえると、内／外関係を構築する
ナショナリズムと上／下関係を構築するポピュリズムの結合という「新たなナショナリズム」の特
徴は、EU離脱キャンペーンにも観察されるといえるだろう。そのうえで指摘しておくべきは、それ
ぞれナショナリズムとポピュリズムとして区別して分析可能な言説は、EU離脱の正当化においては
一つの言説のなかで関連づけられて展開されているであり、そうした意味でブルベイカーの見解どお
り、ナショナリズムとポピュリズムは実践上「独立」しているわけではないということである。ま
た、国内外の富裕者も「エリート」に括られて富裕者対「普通の人びと」あるいは「底辺の人びと」
という斜めの対立的関係を構築する言説も確認されるように、「人民」－「移民」－「エリート」という
三幅対が置かれる空間は「差異の空間」であると同時に「不平等の空間」でもあるということも確認
しておきたい。

5．むすびにかえて
本稿では、先行研究で「新たなナショナリズム」の特徴がどこに見い出されてきたのかについて述
べたあと、ポピュリズムとナショナリズムの結合の捉え方に関する論争を追った。そのうえで、Vote 
LeaveとLeave.EUという 2つのEU離脱キャンペーンの主張を分析し、キャンペーン後半にはVote 
Leaveの主張の重点が移民へと移行し、Leave.EUと主張が重なっていったことを明らかにした。極
端に述べると、「主権をとり戻す」ことの一環として移民受け入れ権限をとり戻すことが主張される
というよりも、移民受け入れ権限をとり戻すために「主権をとり戻す」ことを主張するという主張の
転回がみられた。さらに、EUからの移民という外集団から英国の「人びと」の利益・安全を保護す
るという言説が、同時に保守党政治家や大企業の富裕者という政体内外の他者に対する批判と節合さ
れていること、つまりナショナリズムとポピュリズムの結合という「新たなナショナリズム」の特徴
が英国のEU離脱にも観察されることを示した。
本稿における議論を踏まえて、最後に英国のEU離脱の帰結と今後の課題について述べる。ポピュ
リズムは主体を代表する（re-present）だけでなく主体を構成する（constitute）（Vulović and Palonen 
2023: 555）。ナショナリズムとポピュリズムが交差した英国のEU離脱は国民を再定義する契機と
なったといえるだろう。そのことでブレグジットは英国国民に属さないとみなされる者に対する差
別や暴力の引き金となった（Burnett 2017）。また、タイラーらが指摘するように、とりわけ「取り
残された人びと」というEU離脱支持者の特徴が学術研究で論じられメディアで報道されることで、
再帰的にEU離脱派／残留派（Leavers/Remainers）というEU国民投票以前には存在しなかった「人
間の種類」（kinds of people）（Hacking 2007）が構成されるようになっている（Tyler et al. 2022）。
フォードらは、こうした「人間の種類」が有権者のアイデンティティになることで政治的再編が生じ
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る可能性があると予測している（Sobolewska and Ford 2020: 237-247）。
さらに、ここまで複数のネイションからなる国家という英国の性格を脇に置いきたが、EU離脱は

イングランドで作られたと分析されるように（Henderson et al. 2017）、スコットランドや北アイルラ
ンドではEU残留支持が多数を占めた。地域における国民投票の結果の違いを受けて、例えば本稿著
者の研究地域であるスコットランドでは、独立を党是とするスコットランド国民党政権がスコットラ
ンド国民の声が蔑ろにされていることを批判しながら2014年に続く 2回目の独立住民投票の実施を
正当化している。
デランティは「新たなナショナリズムはネイションと交戦状態にあるナショナリズムである」と述
べている（Delanty 2021: 107）。こうした見解にはEU離脱が国民の再定義を迫り、国民のあいだに
複数の「亀裂」を走らせる契機となったということが反映されていると考える。英国のEU離脱とい
う「新たなナショナリズム」は新たにナショナリズムを呼び起こす転換点となったといえる。今後も
英国のナショナリズムの多様かつ重層的なあり方について研究したい。

【註】
1）EU市民は英国への「移動の自由」を認められていたことから、法的には「移民」とは呼べない点に留意する
必要がある（Denisson and Geddes 2018: 1140）。

2）近年ナショナリズムが台頭しているという認識（Bieber 2018）、「新たなナショナリズム」の「新たな」に対
する使用の妥当性（Malešević 2020）などについては本稿では論じない。マレシェヴィッチは「新たな」の
使用を控えることを主張する。ナショナリズムは生じる／生じないような現象ではなく、イデオロギー・組
織・ミクロな人的関係に根づいており（grounded）、その「根づき」を歴史社会学的アプローチによって明
らかにするべきだというのがその理由である。同氏が指摘するように（Malešević 2020: 88）、これまでもナ
ショナリズム研究でナショナリズムに「新たな」という形容詞が付されてきた。例えば、Nairn （1977）の副
題を参照。

3）キャンペーンの言説分析をおこなう文献は散見される。例えばHawkins（2021）を参照。 
4）ヴロヴィッチらは、デ・クリーンらとブルベイカーの論争を踏まえたうえで、ポピュリズムを敵対的な
境界を節合する等価性の論理にもとづいた我われ・共同体の形成と定め、ポピュリズムのうちネイション
の名における敵対的な境界の構成をナショナリズム、人民の名における敵対的境界の構成をピープル主義
（peopleism）とする（Vulović and Palonen 2023）。
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